
令和４年度 第１回 野田市学校給食運営委員会 

 

                         令和４年７月３０日（土） 

午前１０時００分から                        

野田市役所８階大会議室 

  

１ 開 会 

 

２ 市長挨拶 

 

３ 教育長挨拶 

 

４ 委員の委嘱 

 

５ 委員の自己紹介 

 

６ 学校給食運営委員会の趣旨説明等 

（１） 学校給食運営委員会設置の経緯 

 

（２） 所掌事務等 

 

７ 議 事 

副委員長の選出について 

 

＜協議事項＞ 

（１） 令和３年度の食材費の執行状況について 

 

（２） 令和４年度給食食材費の物価高騰対策について 

 

（３） 給食費の未納状況及び未納に対する対策について 

 

（４） 野田市の学校給食施設整備方針について 

 

＜報告事項＞ 

（１） 地産地消の実績及び今後の見通しについて   

 

（２） 令和４年度からの学校給食における食物アレルギー対応について                                                            

 

８ 閉 会 
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【協議事項】 

１ 令和３年度の食材費の執行状況について 

 令和３年度は新型コロナウイルス感染症対策のため、令和３年９月１日（水）から１０日

（金）まで臨時休校となり、１３日（月）からの登校再開に当たっては、各家庭の判断によ

り個別対応を行いました。その後、１月から感染が再拡大したため、市独自でＰＣＲ検査を

実施し、検査の結果により学級閉鎖や学年閉鎖等で対応し、感染拡大を防ぎつつ、学びを保

証しました。学年閉鎖となった場合は、給食費の３月分の集金額を減額することで対応し、

学級閉鎖となった場合は、１食当たりの食材費分を現物支給することにより対応しました。 

 

（１）令和３年度食材費全体の執行状況 

【令和３年度】食材費全体予算  

 

 

    

 

【令和３年度】食材費全体決算 ６０，０２９万円   キャンセル不可食材費への流用２０２万円 

  

 

    

令和３年度の給食食材費決算額 約６億２９万円   

支出内訳 保護者納入給食費（無償化分含む）   約５億６８７６万円 

     うち未納額（市の立替）             ９６万円 

給食食材用消耗品補助（給食センターのみ） 約 ３０８万円 

市の野田産米補助            約２，６４３万円※ 

キャンセル不可食材費への流用         ２０２万円 

 

※お米代の約６１％を補助 小学校ご飯給食1食当たり約１６円 年間約１，９７０円 

中学校ご飯給食1食当たり約２３円 年間約２，８３０円 

 

【野田産米補助による精算方式及び令和４年度への増額補正について】 

 各校の栄養士は、給食費収入に合わせて献立を作成し執行していますが、結果的に生じた

給食費収入との差額は、野田産米補助を活用し教育委員会がこれを管理し精算しています。

精算後に野田産米補助の執行残が生じた場合は、その額を翌年度予算で増額補正することで

市から給食食材への補助額が減ることがないようにしています。 

令和３年度は、９月の臨時休校や１月からの新型コロナウイルス感染拡大による学年・学

級閉鎖があり、米使用量は減少したものの、野田産米補助予算はキャンセルできなかった食

材費を保護者負担とせず業者に支払う等の対応をしたため、執行残は４万円となりました。 

余った額 

４万円 

野田産米年間補助額 

２，６４３万円 

給食費 

５６，８７６万円 

給食食材用

消耗品補助 

３０８万円 

 

９６万円 

 

増額補正 

２３１万円 

 

野田産米年間補助額 

２，６１８万円 

（市の米補助の合計２，８４９万）

円 

（市の米補助の合計２，８４５万）

円 

給食費 給食食材用

消耗品補助 

３０８万円 

うち未納 

市立替 

（市の補助総額 ３，１５７万円） 

６１，９７３万円 
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（２）令和３年度月別食材費（野田産米補助を除く）執行状況 

令和３年度の学校別・月別食材費の１食当たり単価（野田産米補助は含まず） 

 

網掛けは、基準単価（小学校253円（給食センター256.12円）、中学校304円（給食セン

ター307.12円）の±３％の幅を超えたもの。△は基準単価のマイナスとなったもの。 

学校名 4月 5月 6月 7月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 基準 平均

単価 281.17 257.45 250.99 218.01 262.81 251.55 229.63 264.21 245.65 248.71 322.16 253 257.49

間差 11.13 1.76 △ 0.79 △ 13.83 3.88 △ 0.57 △ 9.24 4.43 △ 2.91 △ 1.70 27.34 1.77

単価 267.54 250.96 248.68 251.24 263.15 251.71 253.49 254.75 250.51 255.43 260.25 253 255.25

間差 5.75 △ 0.81 △ 1.71 △ 0.70 4.01 △ 0.51 0.19 0.69 △ 0.98 0.96 2.87 0.89

単価 253.50 269.82 262.95 252.63 252.98 241.22 228.74 248.29 253.64 245.00 255.53 253 251.30

間差 0.20 6.65 3.93 △ 0.15 △ 0.01 △ 4.66 △ 9.59 △ 1.86 0.25 △ 3.16 1.00 -0.67

単価 268.01 252.81 254.33 251.44 256.18 251.55 254.86 254.56 257.46 258.25 251.36 253 255.53

間差 5.93 △ 0.08 0.53 △ 0.62 1.26 △ 0.57 0.74 0.62 1.76 2.08 △ 0.65 1.00

単価 290.81 271.54 221.56 215.78 269.77 243.24 231.53 234.49 250.92 268.71 315.05 253 255.76

間差 14.94 7.33 △ 12.43 △ 14.71 6.63 △ 3.86 △ 8.49 △ 7.32 △ 0.82 6.21 24.53 1.09

単価 281.55 280.98 242.89 212.07 232.34 241.15 246.63 237.16 261.65 259.31 276.13 253 251.99

間差 11.28 11.06 △ 4.00 △ 16.18 △ 8.17 △ 4.68 △ 2.52 △ 6.26 3.42 2.49 9.14 -0.40

単価 248.79 245.22 251.19 261.29 266.76 250.02 241.72 244.74 224.82 255.13 277.43 253 251.56

間差 △ 1.66 △ 3.08 △ 0.72 3.28 5.44 △ 1.18 △ 4.46 △ 3.26 △ 11.14 0.84 9.66 -0.57

単価 262.26 254.51 241.16 259.66 255.20 255.06 242.49 252.52 262.34 256.05 259.60 253 254.62

間差 3.66 0.60 △ 4.68 2.63 0.87 0.81 △ 4.15 △ 0.19 3.69 1.21 2.61 0.64

単価 260.14 245.32 248.62 250.85 258.84 250.86 248.31 249.55 263.93 247.79 267.71 253 253.81

間差 2.82 △ 3.04 △ 1.73 △ 0.85 2.31 △ 0.85 △ 1.85 △ 1.36 4.32 △ 2.06 5.81 0.32

単価 254.07 269.59 264.07 233.90 270.57 252.74 255.74 229.12 220.01 262.95 270.88 253 253.06

間差 0.42 6.56 4.38 △ 7.55 6.94 △ 0.10 1.08 △ 9.44 △ 13.04 3.93 7.07 0.02

単価 262.26 258.34 247.05 258.47 249.48 244.67 250.39 264.97 238.86 258.96 256.27 253 253.61

間差 3.66 2.11 △ 2.35 2.16 △ 1.39 △ 3.29 △ 1.03 4.73 △ 5.59 2.36 1.29 0.24

単価 279.73 254.15 242.27 264.23 255.40 250.16 239.26 242.59 252.31 258.46 275.12 253 255.79

間差 10.57 0.45 △ 4.24 4.44 0.95 △ 1.12 △ 5.43 △ 4.11 △ 0.27 2.16 8.74 1.10

単価 251.90 250.30 250.30 254.10 259.50 252.00 256.20 261.60 275.10 265.80 281.90 256 259.88

間差 △ 1.60 △ 2.23 △ 2.23 △ 0.74 1.37 △ 1.56 0.08 2.19 7.46 3.83 10.12 1.52

単価 261.60 261.50 256.40 256.80 259.80 253.20 252.20 256.60 254.90 254.90 270.10 256 258.00

間差 2.19 2.15 0.16 0.31 1.48 △ 1.09 △ 1.48 0.23 △ 0.43 △ 0.43 5.51 0.78

単価 324.88 303.80 294.86 297.13 330.03 294.09 301.32 298.19 310.36 304.36 290.10 304 304.47

間差 6.87 △ 0.07 △ 3.01 △ 2.26 8.56 △ 3.26 △ 0.88 △ 1.91 2.09 0.12 △ 4.57 0.15

単価 306.65 299.68 302.40 295.66 310.22 303.72 304.50 301.80 303.85 309.27 327.69 304 305.95

間差 0.87 △ 1.42 △ 0.53 △ 2.74 2.05 △ 0.09 0.16 △ 0.72 △ 0.05 1.73 7.79 0.64

単価 324.74 301.05 282.64 294.50 303.34 309.25 292.62 312.55 312.19 306.72 319.85 304 305.40

間差 6.82 △ 0.97 △ 7.03 △ 3.13 △ 0.22 1.73 △ 3.74 2.81 2.69 0.89 5.21 0.46

単価 306.07 303.96 298.80 280.83 316.96 307.44 299.29 302.09 311.49 303.14 367.46 304 308.87

間差 0.68 △ 0.01 △ 1.71 △ 7.62 4.26 1.13 △ 1.55 △ 0.63 2.46 △ 0.28 20.88 1.60

単価 308.09 304.61 296.72 298.22 306.76 303.24 307.26 307.82 310.62 313.19 313.12 304 306.33

間差 1.35 0.20 △ 2.39 △ 1.90 0.91 △ 0.25 1.07 1.26 2.18 3.02 3.00 0.77

単価 311.60 312.95 305.11 301.44 301.14 296.32 318.84 298.07 301.07 310.82 311.04 304 306.22

間差 2.50 2.94 0.37 △ 0.84 △ 0.94 △ 2.53 4.88 △ 1.95 △ 0.96 2.24 2.32 0.73

単価 302.60 300.70 300.70 305.20 311.80 302.70 307.80 314.30 330.50 319.40 338.70 307 312.22

間差 △ 1.47 △ 2.09 △ 2.09 △ 0.63 1.52 △ 1.44 0.22 2.34 7.61 4.00 10.28 1.66

単価 314.40 314.20 308.10 308.60 312.20 304.20 303.00 308.30 306.30 306.30 324.60 307 310.02

間差 2.37 2.31 0.32 0.48 1.65 △ 0.95 △ 1.34 0.38 △ 0.27 △ 0.27 5.69 0.94

山崎小

岩木小

川間小

福一小

単位：上段（円）　下段（％）

東部小

南部小

北部小

福二小

野田センター

関宿センター

尾崎小

七光台小

二ツ塚小

岩名中

川間中

みずき小

東部中

南部中

北部中

福田中

野田センター

関宿センター
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２ 令和４年度の給食食材費の物価高騰対策について 

（１）令和４年度食材費全体計画 

【令和４年度】食材費全体予算見通し  

 

 

 

 

予算内訳   保護者納入給食費 ６０，５８４万円 

給食食材用消耗品補助（給食センターのみ） 約 ３０２万円 

野田産米補助 約２，６０９万円 

物価高騰分補助 約４，３５２万円 

 

【給食食材消耗品補助（給食センターのみ）について】 

 給食センターはパン、果物、デザート等を加工業者から直送しており、包装・容器代が食材

費に含まれてしまうため、食材費を補助する目的で給食食材消耗品として1人１食当たり３．

１２円を補助しています。なお、単独校においては、調理に使用するアルミカップやゼリーカ

ップ等は、調理業務委託先である野田業務サービスにて容器を購入し、給食室で調理するため

食材費には含まれていません。 

 

【野田産米補助額について】 

野田産米補助予算は平成２６年度より、地産地消を推進するとともに、保護者負担を軽減す

るため、年２，１９２万円を基準として野田産米の購入費用を補助しています。この金額は当

時の１kｇ当たり３１２円の米単価を基準としているため、それ以上に野田産米の価格が上が

った場合にはおかず代を確保するため値上がり分を増額しています。今年度は米代の増額分を

増やして２，６０９万円となっています。今年度は昨年度の執行残（４万円）の増額補正は行

わないこととします。 

 

（２）給食食材費の物価高騰対策について 

食品価格や物流費の高騰が学校給食の現場に影響を与えている中、栄養価を確保した給食を

継続しつつ、給食費を据え置き、保護者の負担軽減を図るため、令和４年度６月補正で総額

４，３５２万円の賄材料費を予算化しました。これは、１食当たり小学校２４円、中学校３１

円相当となります。新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金(コロナ禍における原

油価格・物価高騰対応分)に計上予定です。 

この予算は、今後の物価上昇がどこまで続くのかはわからないため、余裕を持たせた予算と

なっています。今後、価格調査等を実施しつつ、物価上昇による実際の１食単価への影響額を

把握していきます。 

 ４年度野田産米補助額 

２，６０９万円 
給食費 

（６０，５８４万円） 

給食食材用

消耗品補助 

３０２万円 

（市の補助総額 ７，２６３万円） 

物価高騰分増額６月補正額 

４，３５２万円 
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 また、来年度以降も物価が下がらなかった場合、栄養価の確保のため、現行の給食食材費予

算の見直しが必要となるか検討を要します。現在の近隣市の給食費は下表のとおりです。 

 

近隣市の現在の給食費 

 給食費） 

月額（円） 

集金額（円） 

（牛乳代含む） 

市の補助

（円） 

1食単価

（円） 
改定時期 

野田市 
小 4,240 

中 5,090 

小 253 

中 304 

小 9 

中 13 

小 262 

中 317 
Ｈ27 

流山市 
小 4,300 

中 5,100 

小 260 

中 308 
－ 

小 260 

中 308 
Ｈ27 

柏市 

単独校 
小 4,770 

中 5,280 

小 265 

中 330 
－ 

小 265 

中 330 
Ｈ21 

センター 
小 4,680 

中 4,880 

小 260 

中 305 
－ 

小 260 

中 305 

松戸市 

個別に1食

単価で月額

を積算 

小(低) 255 

小(中) 275 

小(高) 295 

中 365 

－ 

小(低) 255 

小(中) 275 

小(高) 295 

中 365 

Ｈ27 

我孫子市 
小 4,300 

中 5,100 

小 270 

中 320 
－ 

小 270 

中 320 
Ｒ2 
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３ 給食費の未納状況および未納に対する対策について 

 

（１） 給食費未納額等の推移（各年度５月末日の出納閉鎖時点） 

 

年度 
給食費全体（令和３年度分＋過去の滞納分） 

納めるべき金額 未納額 未納額前年度比 収納率 

23 621,509,361 12,403,761  985,986  98.00％ 

24 618,930,022 12.915,018  511,257  97.91％ 

25 619,712,967 12.895,211  ▲19,807  97.92％ 

26 645,472,489 12,844,993  ▲50,218  98.01％ 

27 676,415,177 12,086,962  ▲758,031  98.21％ 

28 672,261,372 11,008,763  ▲1,078,199  98.36％ 

29 663,976,253 10,727,753  ▲281,010  98.38％ 

30 657,678,970 10,336,666 ▲391,087  98.43％ 

R1 599,394,950 9,762,558   ▲574,108 98.37％ 

R2 524,808,943 8,628,644  ▲1,133,914 98.36％ 

R3 575,657,381 7,711,283 ▲917,361 98.66％ 

 

 

 

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

97.40%

97.60%

97.80%

98.00%

98.20%

98.40%

98.60%

98.80%

23 24 25 26 27 28 29 30 R１ R２ R３

給食費の未納額及び収納率の推移

未納額（円） 収納率
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【現年度分】 

年度 
給食費（令和３年度分） 

納めるべき金額 未納額 未納額前年度比 収納率 

23 610,091,586 3,005,412  ▲870,467  99.51％ 

24 606,526,261 2,455,608  ▲549,804  99.60％ 

25 606,797,949 2,496,858  41,250  99.59％ 

26 632,577,278 3,098,210  601,352  99.51％ 

27 663,570,184 2,634,031  ▲464,179  99.60％ 

28 660,174,410 1,873,259  ▲760,772  99.72％ 

29 652,967,490 2,103,066  229,807  99.68％ 

30 646,951,217  1,886,487 ▲216,579  99.71％ 

R1 589,058,284  1,588,957   ▲297,530 99.73％ 

R2 515,046,385    835,361    ▲753,596 99.84％ 

R3 567,028,737  956,618 121,257 99.83％ 

 

【過年度分】 

年度 
給食費（過去の滞納分） 

納めるべき金額 未納額 未納額前年度比 収納率 

23 11,417,775 9,398,349  1,856,453  17.69％ 

24 12,403,761 10,459,410  1,061,061  15.68％ 

25 12,915,018 10,398,353  ▲61,057  19.49％ 

26 12,895,211 9,746,783  ▲651,570  24.42％ 

27 12,844,993 9,452,931  ▲293,852  26.41％ 

28 12,086,962 9,135,504  ▲317,427  24.42％ 

29 11,008,763 8,624,687  ▲510,817  21.66％ 

30 10,727,753  8,450,179 ▲174,508  21.23％ 

R1 10,336,666  8,173,601   ▲276,578 20.93％ 

R2  9,762,558  7,793,283    ▲380,318 20.17％ 

R3 8,628,644 6,754,665  ▲1,038,618 21.72％ 
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（２） 給食費未納に対する対策について 

①   現状の滞納対策 

ア 学校での取り組み（各校の状況に応じて、随時実施） 

・保護者会等での説明 

・学校及び学年便りを通した依頼 

・保護者への電話及び手紙での督促 

・学級担任等による家庭訪問 

・小中学校間の情報交換 

・集金方法の工夫（手集金） 

  中央小、宮崎小、柳沢小、第一中、第二中、川間中、木間ケ瀬中、二川中（４・５

月のみ）、岩名中（４月のみ）の９校で実施。 

・児童手当から直接引き落とす申出書の提出の依頼 

イ  教育委員会での取り組み 

・給食申込みの実施（４月） 

・電話による督促（随時） 

・臨戸徴収の実施（１２月、２月頃を予定） 

・督促文書の発送（６・７月、１１月、１月頃） 

・児童手当から直接引き落とす申出書の提出の依頼 

・法律事務所へ未収金管理・回収業務を委託（高額滞納世帯対象） 

・法的措置の実施 

（悪質滞納者に対する法的措置として、学校給食運営委員会で協議の上、実施） 
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ウ 児童手当からの徴収額推移 

      児童手当から徴収することができた徴収件数及び徴収金額は次表のとおりです。 

年度 徴収件数 徴収金額 給食費全体に対する割合 

平成２８年度 ５６件 1,753,055円 0.26％ 

平成２９年度 ４５件 1,582,004円 0.24％ 

平成３０年度 ５２件 1,709,569円 0.26％ 

令和元年度 ４７件 1,638,128円 0.27％ 

令和２年度 ４０件 1,358,720円 0.26％ 

令和３年度 ４９件 1,800,367円 0.31％ 

    令和４年度は、６月の児童手当引き落としで、約４８万円が徴収済みです。 

今年度は、更に約２６万円が徴収予定です。 

エ 給食費滞納繰越分滞納者の状況 

     令和３年度末までの滞納分は、１２６世帯で約７２０万円です。(R4.6.24現在) 

※資料Ｐ５の３(１)給食費未納額等の推移と金額が異なるのは、５月末日から資料作

成時までの期間に約５１万円を回収できたためです。 

世帯数を単位として、この滞納額を区分すると次表のとおりです。 

滞納額区分 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

1円以上 ～10,000円未満 ２５ ２５ ２７ 

10,000円 ～ 50,000円 ５５ ５９ ４９ 

50,000円 ～ 100,000円 ３４ ３２ ３７ 

100,000円 ～ 200,000円 １５ １４ ７ 

200,000円 ～ 300,000円 ７ ４ ４ 

300,000円以上 ２ ２ ２ 

合 計 １３８ １３６ １２６ 

令和４年６月２４日における滞納額５万円以上の世帯は５０世帯です。 

過去１年間の督促状況は次表のとおりです。 
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(令和４年６月２４日現在) 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 今後の滞納対策  

令和元年１０月から教育委員会からの臨戸徴収や催告書の送付に対し、何の反応も示さな

い悪質な滞納者への督促を法律事務所に委託しております。 

ただし、長期疾病や不慮の災害、昨年度又は今年度において、生活保護又は準要保護の適用

を受けた者、その他やむを得ない特別の事情があると認められる場合は、対象としておりま

せん。 

１０万円以上の滞納世帯のうち誓約不履行８世帯（滞納額合計約１６５万円）を委託対象と

し、事業実施初年度である令和元年度は３世帯から約１３万円、令和２年度は３世帯から約

２２万円、令和３年度は４世帯から約２７万円を回収しました。 

     令和４年度は、法律事務所に回収委託する対象者を拡大し、５万円以上の滞納世帯のうち

誓約不履行１３世帯（滞納額合計約１０１万円）を対象者として回収委託予定です。また、

居住確認ができない９世帯（滞納額合計約９１万円）についても、法律事務所へ新規委託予

定です。 

 

  

督促状況 該当世帯数（ ５０世帯） 

納入がない ２６世帯 

部分納付を行った １０世帯 

要保護・準要保護の認定を受けている ０世帯 

居住確認ができない １２世帯 

債務整理者 ２世帯 
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４ 野田市の学校給食施設整備方針について 

（１）野田市の学校給食 

野田市には、小学校２０校、中学校１１校、幼稚園３園、計３４の市立学校教育施設があ

り、全ての施設に給食が提供されています。 

給食は、学校内で調理しその学校分のみを提供する『自校調理方式（以下「自校方式」と

いう。）』と、複数の学校の給食を学校以外の施設でまとめて調理し、給食時間までに各校

に配送する『センター調理方式（以下「センター方式」という。）』の２方式による運営を

行っています。 

旧野田市において、東部、南部、北部、川間、福田地区の学校（１８校）は、各学校敷地

内に調理場があり、その学校分のみを調理提供する自校方式で、中央地区の学校等（６校１

園）は、学校給食センター（以下「野田センター」という。）で調理し各校に配送するセン

ター方式で給食を提供しています。また、旧関宿町の学校等（７校２園）は、関宿学校給食

センター（以下「関宿センター」という。）から調理提供しています。 

 

表1 市立小中学校及び幼稚園一覧 

小学校 中学校 幼稚園 

 1 中央小学校 12 岩木小学校  1 第一中学校 1 野田幼稚園 

 2 宮﨑小学校 13 尾崎小学校  2 第二中学校 2 関宿南部幼稚園 

 3 東部小学校 14 七光台小学校  3 東部中学校 3 関宿中部幼稚園 

 4 南部小学校 15 二ツ塚小学校  4 南部中学校   

 5 北部小学校 16 みずき小学校  5 北部中学校   

 6 福田第一小学校 17 木間ケ瀬小学校  6 福田中学校   

 7 福田第二小学校 18 二川小学校  7 川間中学校   

 8 川間小学校 19 関宿小学校  8 岩名中学校   

 9 清水台小学校 20 関宿中央小学校  9 木間ケ瀬中学校   

10 柳沢小学校   10 二川中学校   

11 山崎小学校   11 関宿中学校   

  

表２ 給食センター配送施設一覧 

野田センター校 

（６校１園） 

中央小学校、宮崎小学校、清水台小学校、柳沢小学校 

第一中学校、第二中学校 

野田幼稚園 

関宿センター校 

（７校２園） 

木間ケ瀬小学校、二川小学校、関宿小学校、関宿中央小学校 

木間ケ瀬中学校、二川中学校、関宿中学校 

関宿南部幼稚園、関宿中部幼稚園 

 ※ 関宿南部幼稚園は、令和5年度より休園予定 
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学校等位置図 

 

 

 

 

 

 小学校　　20校
 野田センター　　4校
 関宿センター　　4校
 自校方式 　　　12校

 中学校　　11校
 野田センター　　2校
 関宿センター　　3校

 自校方式 　　　 6校

幼稚園　　 3園
 野田センター　　1園
 関宿センター　　2園

給食センター　　2センター

野 田 市

利
根
川

茨
城
県江

戸
川

埼
玉
県

流山市

利根運河

柏市

野田市

千葉県

川間駅

七光台駅

野田市駅

愛宕駅

梅郷駅

清水公園駅

国道１６号
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（２）給食数 

令和４年度の各校の給食提供数は、表３に示すとおりです。 

また、グラフに示すとおり、将来人口や児童・生徒数の減少が予想されるため、将来の食

数を踏まえた適正な給食施設を整備運営していく必要があります。 
 
表３ 各学校の給食提供数（令和４年度） 

センター方式 自校方式 

野田センター 関宿センター 小学校 中学校 

中央小学校 695 木間ケ瀬小学校 176 東部小学校 191 東部中学校 151 

宮崎小学校 509 二川小学校 379 南部小学校 792 南部中学校 924 

清水台小学校 818 関宿小学校 119 北部小学校 416 北部中学校 506 

柳沢小学校 367 関宿中央小学校 329 福田第一小学校 57 福田中学校 179 

第一中学校 816 木間ケ瀬中学校 259 福田第二小学校 71 川間中学校 315 

第二中学校 356 二川中学校 237 川間小学校 152 岩名中学校 555 

野田幼稚園 61 関宿中学校 70 山崎小学校 428 

 
 

南部幼稚園 19 岩木小学校 779 

中部幼稚園 20 尾崎小学校 311 

 

七光台小学校 312 

二ツ塚小学校 187 

みずき小学校 693 

計 3,622 計 1,608 計 4,389 計 2,630 

総計 12,249 

※ 給食提供数は当該年度の児童・生徒数に教職員分等10％を割増した数値 

 
 
 

  

※ 人口は、総合計画（平成28年3月）記載の国勢調査を基にした将来人口推計を引用 
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（３）給食施設の現状 

野田市では、昭和４０年から学校給食を開始しており、築３０年以上経過した施設が８５ 

％を占め、給食施設の老朽化が進んでいます。調理器具や備品類は定期的に更新されてきて

いますが、長期間を要する大規模改修等や狭小による調理室の拡張などは給食提供に大きく

影響するため、機能維持を重点的に努めてきた結果、建物はもとより付属設備の老朽化が著

しく、特に北部、東部、川間、南部の各小学校及び野田センターは築４９年以上経過し、安

全面や衛生面の早期改善が必要になっています。 

 

給食施設築年数別割合 

 

表４ 給食施設築年数別一覧 

築年数 施設名 

築50年以上 北部小学校（55）、東部小学校（53）、川間小学校（52）、学校給食センター（50） 

築40年以上

50年未満 
南部小学校（49）、福田第一小学校（46）、山崎小学校（41） 

岩木小学校（41）、北部中学校（40） 

築30年以上

40年未満 

東部中学校（39）、川間中学校（39）、福田中学校（38） 

尾崎小学校（37）、七光台小学校（37）、二ツ塚小学校（36）、岩名中学校（35）関

宿学校給食センター（34） 

築20年以上

30年未満 
南部中学校（28）、福田第二小学校（23） 

築10年以上

20年未満 
みずき小学校（18） 

※  施設名欄の括弧書きは、築年数（令和4年3月31日現在）を示す 

 

 

築50年以上

4施設(20%)

築40年以上50年未満

5施設(25%)
築30年以上40年未満

8施設(40%)

築20年以上30年未満

2施設(10%)

築10年以上20年未満

1施設(5%)

自校方式 18施設

ｾﾝﾀｰ方式 2施設
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表５ 各給食施設の整備状況                  （令和４年３月３１日現在） 

施設名 
給食 

提供数

(R4) 

施設概要 学校給食衛生管理基準への適合 

経過 

年数 

面積 

(㎡) 
構造 耐震化 

作業

方式 

区域

区分

1 

区域

区分2 

３ 層

シ ン

ク 
空調 

野田センター 3,622 50 1,188 
鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 

＋鉄骨造 
未診断 湿式 △ × 〇 × 

関宿センター 1,608 34 1,013 鉄骨造 不要 湿式 △ 〇 〇 × 

東部小学校   191 53  135 鉄骨造 未診断 湿式 × × 〇 × 

南部小学校   792 49  150 鉄骨造 未診断 湿式 × × × 〇 

北部小学校   416 55   97 鉄骨造 未診断 湿式 × × × × 

福田第一小学校    57 46  203 鉄骨造 未診断 湿式 × × 〇 × 

福田第二小学校    71 23  122 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 不要 乾式 △ × × × 

川間小学校   152 52  155 鉄骨造 未診断 湿式 × × × × 

山崎小学校   428 41  180 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 済(Ｈ26) 湿式 × × × × 

岩木小学校   779 41  180 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 済(Ｈ24) 湿式 × × × × 

尾崎小学校   311 37  275 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 不要 湿式 × × 〇 × 

七光台小学校   312 37  264 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 不要 湿式 × × 〇 × 

二ツ塚小学校   187 36  276 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 不要 湿式 × × 〇 × 

みずき小学校   693 18  317 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 不要 乾式 〇 〇 〇 〇 

東部中学校   151 39  268 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 不要 湿式 △ × × × 

南部中学校   924 28  330 鉄骨造 不要 乾式 × × 〇 × 

北部中学校   506 40  293 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 不要 湿式 △ × 〇 × 

福田中学校   179 38  260 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 不要 湿式 × × 〇 × 

川間中学校   315 39  273 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 不要 湿式 △ × × × 

岩名中学校   555 35  268 鉄筋ｺﾝｸﾘー ﾄ造 不要 湿式 × × 〇 × 

※学校給食衛生管理基準 学校給食法により学校給食の衛生管理を規定した基準（平成21年4月施行） 

※作業方式 乾式とは、床を水で濡らさないように作業できる施設設備。湿式とは従来方式の水を撒いて清掃するような施設設

備。なお、すべての施設で湿式であってもドライ運用を行っている。 

※区域区分１検収室（汚染作業区域）と下処理室（汚染作業区域）の区分が成されておらず、兼用している場合：× 

      検収室はあるが、球根皮剥き機が下処理室にある場合：△ 

      根菜等の泥は検収室で落とし、下処理室と検収室は部屋で区分されていることが望ましい。 

※区域区分2調理室（非汚染作業区域）と洗浄室（汚染作業区域）の区分が成されておらず、洗浄室（汚染作業区域）が調理室

（非汚染作業区域）内に設置されている場合：× 

返却された食器や残菜等に付着している可能性があるノロウイルス等で食品が汚染されないよう洗浄室と調理室は部   

屋で区分されていることが望ましい。 

※３槽シンク 下処理室（汚染作業区域）内に３槽シンクが整備されていない（整備が難しい）場合：× 

       野菜や果物は、下処理室で3回洗浄しなければならない。 

※空調   食品を取扱う場所は、内部の温度及び湿度管理が適切に行える空気調和設備等の整備に努める。 
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（４）給食の運営状況 

  本市の給食調理は、給食センター所長や自校方式に配置される栄養教諭等を除き、民間事

業者への委託により運営しています。センター方式の場合、調理業務の他に各学校への配送

や配送車からの受取り配膳業務が必要になります。 
 
表６ 各給食施設の運営人員配置状況 （令和4年5月1日現在）      （単位：人） 

施設名 

給食 

提供数 

（R4） 

所長 

※1 

栄養教諭 

学校栄養職員 

※2 

調理員 

洗浄

員 

※3 

配送員 

※4 

配膳員 

※5 

従事者 

合計 

社員換算

人数 

※6 

調理従事

者合計 

社員換算

人数 

※7 

調理従事

者１人当

たり食数 

※8 

市費 県費 市費 社員 臨時 臨時 
社員

臨時 
臨時 

野田センター 3,622 0.6 2  13 14 8 3 19 37.37 24.64  146 

関宿センター 1,608 0.4 1 1 7 11  1 11 23.16  15.9  101 

東部小学校 191   1 2 2     4.16   3.2   60 

南部小学校 792  1  6 4     9.32   8.3   95 

北部小学校 416  1  4 3     6.74   5.7   72 

福田第一小学校 57   1 2      3.00   2.0   28 

福田第二小学校 71   1 2      3.00   2.0   35 

川間小学校 152   1 2 2     4.16   3.2   48 

山崎小学校 428  1  3 4     6.32   5.3   80 

岩木小学校 779   1 4 6     8.48   7.5  104 

尾崎小学校 311   1 3 2     5.16   4.2   74 

七光台小学校 312   1 2 3     4.74   3.7   83 

二ツ塚小学校 187   1 2 2     4.16   3.2   59 

みずき小学校 693   1 4 3     7.18   6.2  112 

東部中学校 151  1  2 1     3.58   2.6   58 

南部中学校 924  1  4 8     9.64   8.6  106 

北部中学校 506   1 3 3 1    6.18   5.2   97 

福田中学校 179  1  2 2     4.16   3.2   56 

川間中学校 315   1 2 3     4.74   3.7   84 

岩名中学校 555  1  3 3 1    6.18   5.2  107 

合計 12,249 1 10 12 72 76 11 4 30 161.43 123.46 80（平均） 

※1 給食センター所長は、野田及び関宿センター兼務のため勤務日数で按分 

※2 栄養教諭等は、自校方式校については給食児童生徒数合計950人につき1名、センター方式校については、各調理場1,500人  

につき1名（6,000人以下まで2名）が県から配置され、不足する分の栄養職員を市が配置 

※3 洗浄員は、給食センター及び単独校で洗浄作業のみ行う職員（障がい者雇用含む） 

※4 野田センターは配送業務委託会社の運転手、関宿センターは調理業務委託会社の運転手 

※5 各センターから配送される学校に勤務する配膳員 

※6 所長から配膳員までの人数 社員を１として臨時職員を勤務時間比で換算 

※7 調理員（正・臨）と洗浄員（臨）の人数 社員を１として臨時職員を勤務時間比で換算 

※8 児童生徒数を調理員数＋洗浄員数で除した調理員一人当たりの食数 
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（５）給食調理等にかかる経費 

調理業務にかかる方式別のコストを表７に示します。 

センター方式は人員を集約できるため、１食当たりのコストは安くなります。 

一方、自校方式は、施設が分散するため、センター方式よりも人員が多く必要になります。 

１食当たりの給食費については、保護者負担は食材費のみで、幼稚園・小学校は253円、

中学校は304円ですが、米代の補助・人件費・光熱費、施設費で平均290円ぐらいを市が負

担しています。 

そのため、実際の１食当たりのコストは、全校平均では小学校で1食543円、中学校で594

円程度になります。 

 衛生管理面も考慮しつつ、将来の食数予測を踏まえた適正な施設を検討する必要がありま

す。 

 

表７ 自校方式とセンター方式の調理業務コスト比較 

 自校方式 センター方式 

学校数（校）／施設数（施設） 18校 2施設（13校3園） 

園児児童生徒数（人） 7,019 5,230 

年間食数（食） 1,291,496 962,320 

令和４年度調理業務委託料予算額（千円） 308,108,369 161,169,597 

令和４年度配膳業務委託料予算額（千円） 0 34,115,985 

令和４年度運搬業務委託料予算額（千円） 0 12,705,000 

園児児童生徒一食当たり※１ 239 216 

※１ 各方式における令和４年度の調理業務委託料（賃貸借使用料を除く）、運搬業務委託料、配膳業務委託料の総計を年間の食

数で除したもの。 
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（６）食育の推進 

① 栄養教諭等の配置 

栄養教諭等の業務は、献立作成や衛生管理、会計管理などの「学校給食の管理」、教科

や特別活動等の「食に関する指導」など、多岐にわたっています。栄養教諭等の配置状況

は表６のとおりです。自校方式は、各学校に調理場があるため、一人ずつ栄養教諭等が配

置されます。このため、センター方式よりも給食時間の巡回指導など、きめ細やかな活動

ができます。 

一方、センター方式は配送先の学校に栄養教諭等が配置されないため、一人で複数校の

学校の食育を担当することになります。授業や行事食の時など、できるだけ学校訪問に努

めていますが、給食時間の巡回等には限界がある状況です。 

 

表８ 1クラス当たりの栄養教諭等給食時間平均訪問回数（令和元年度） 

 

 

 

  

 

 
※ 中学校はクラス数が少ないため回数が多くなっている。 

 

   学校における食育は、児童生徒が発達段階に応じて食生活に対する正しい認識と望まし

い食習慣を身につけることができるよう、学校ごとに「食に関する指導の全体計画」を作

成し、学校全体で取り組むことが必要とされており、栄養教諭には、その中心的な役割を

果たすことが求められています。 

学校で取組んだすべての食育関連の 1 年間の平均項目数（農業体験、食品工場見学、教

科指導、給食食材の下処理体験、企業ボランティア授業等）について取りまとめた結果を、

表９に示します。様々な体験活動や授業を実施するには、事前に担任等との入念な打ち合

わせが必要なため、栄養教諭等が複数校を抱えるセンターは実施回数が少ない傾向にあり

ます。 

 

表９ 食育に関する取組み回数 

小学校 中学校 

自校方式 センター方式 自校方式 センター方式 

11.35回 6.06回 3.71回 1.6回 

 ※ 平成27年度から30年度までの各年度の平均回数 

 

  

 小学校 中学校 

自校方式 99.8回 128.1回 

センター方式  1.6回   7.0回 
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② 給食献立 

給食の献立は、学校給食実施基準（平成２１年文部科学省告示６１号）及び野田市学校

給食献立作成の方針に基づき、各校の児童生徒の身体状況も考慮しながら、学校や給食セ

ンターに配置された栄養教諭等が、栄養を確保しながら食への関心を深め、食育の生きた

教材となるよう作成しています。 

主食は、米飯を週 3.5 回以上、パンを週１回以上、麺類を１か月に１から３回程度提供

しています。副食（おかず）は、季節感を楽しめるように旬の食材を多く使用し、産直農

家からの新鮮な野菜もできるだけ使用しています。 

自校方式調理場は、食数が100食に満たないものから、900食を超えるものまで、作業

環境も大きく異なり、各校の作業環境を考慮した献立や手作り調理を行っています。 

一方、センター方式でも可能な限り手作り調理を行っていますが、主食や主菜、デザー

トなどは、配送の関係や調理時間を確保できない点などから、表１０に示すとおり、使用

できる食材や献立、調理方法に制限があります。 

 

  表１０ 自校方式とセンター方式の調理内容の比較 

 自校方式 センター方式 

献立内容 学校毎の献立となる 
同一の献立となるため、中学校は分量

や個別製品により調整する 

主食 

ごはん：委託炊飯（小規模校2校は

自校炊飯）だが、混ぜご飯は調理

している 

パン：トーストや揚げパン、手作

りパン等も手作りしている 

ごはん：委託炊飯（混ぜご飯も委託） 

パン：揚げパンのみ食数の少ない場合

は手作りできる 

主菜 

グラタンやコロッケ、ハンバーグ

など手の込んだ献立も手作りして

いる。（一部冷凍食品を使用） 

グラタン、コロッケ、ハンバーグは冷

凍食品を使用して調理することが多い 

副菜 生野菜を使用 
野菜の量によっては一部冷凍野菜やカ

ット済み野菜を使用することもある 

果物 丸のままの物をカットしている 個包装の果物を注文（高額） 

デザート 
手作りしている 

（一部市販品を使用） 
市販品を利用している 

食器 
飯椀、汁椀、大皿、（小皿） 

トレイ 
飯椀、汁椀、ランチ皿 

※ 給食センターの調理時間帯は平均7時45分から10時20分（2時間35分） 

自校方式は、8時から11時35分（3時間35分）と1時間の差がある。 

※ 給食センターの食器は、樹脂製食器 

自校方式の食器は、中学校は強化磁器食器、小学校は強化磁器食器及び樹脂製食器 

※ ランチ皿とは：トレイ（おぼん）と皿を兼用するもの。４つの窪みがあり、直接盛り付けができる。 
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③ 残食率 

給食の残食率には、おいしさだけでなく、食べる時間の確保や栄養士や教師からの給食

時間の指導、食育の成果、家庭教育など様々な要因が関係しています。 

食べる時間の確保については、例えば学校行事や授業の関係で、４時間目が給食時間に

食い込んでしまった場合などでも、自校式は給食室が回収時間を遅らせるなどの対応がで

きますが、センター方式では学校ごとの個別対応が難しいため、食べる時間が短くなり、

残菜が多くなってしまうことがあります。 

また、給食に携わる人の姿を直接見ることができる自校式の方が残さず食べようという

感謝の気持ちを育てやすいといえます。そのため、センター方式の残食が多くなっている

と考えられます。 

 

表１１ 年間平均残食率 

 令和２年度残食率 令和３年度残食率 

自校方式  4.3％ 4.4％ 

センター方式 11.1％ 12.3％ 
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（７）食物アレルギー対応 

食物アレルギー対応は、文部科学省の「学校給食における食物アレルギー対応指針（平成

２７年３月）に基づいて行います。本市ではこの指針を基に「野田市学校給食食物アレルギ

ー対応マニュアル」を作成し、市内統一の対応を行っています。 

例年、全児童生徒数の２％程度に対して、給食での対応をしています。 

本市では、医師の診断に基づいて、安全な提供が可能かを判断しながら、可能な限り除去

食を提供してきました。対応希望者には、前月末に個人ごとの対応献立表を保護者とやりと

りし、アレルゲンを取り除いた給食を提供しています。 

しかし、表１２のとおり、食数に比例し対応者も多くなり、栄養教諭等や調理員の負担が

多くなっています。 

また、食物アレルギー対応は、給食室からの除去食提供が間違いなく行われることだけで

なく、教室での配膳まで間違いなく対応することが求められます。 

そのため、全教職員が理解していることが不可欠で、各栄養教諭等と養護教諭が連携して、

教職員への食物アレルギー対応研修を行っています。 
 
表１２ 令和４年度食物アレルギー対応数                （単位：人） 

施設名 除去食 弁当 合計 

野田センター 50 2 52 

関宿センター 15 2 17 

東部小学校 7  7 

南部小学校 26 1 27 

北部小学校 14  14 

福田第一小学校    

福田第二小学校 1 1 2 

川間小学校 3 1 4 

山崎小学校 11  11 

岩木小学校 16  16 

尾崎小学校 7  7 

七光台小学校 8  8 

二ツ塚小学校 2 1 3 

みずき小学校 12 1 13 

東部中学校 1  1 

南部中学校 13 2 15 

北部中学校 9  9 

福田中学校 3  3 

川間中学校 6 1 7 

岩名中学校 15 1 16 

 

※ 令和４年度からはマニュアルの改訂により、予定献立表の表記が料理ごとに使用食材がわかるようになり、 

情報提供する自 己除去はなくなり、除去食対応、弁当対応のみとなった。 
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（８）調理方式の現状と課題 

現行の調理方式をまとめると、下表に示すとおりです。 
 

表１３ 調理方式の現状と課題 

 自校方式 センター方式 

施設の老朽化 ・自校方式校は18校のうち15校（約83%）が築

30年以上経過している。 

・特に築49年以上の4校については、大規模改

修での対応は困難である。 

・大規模改修の場合、工事期間中の代替給食の

検討が必要。 

・野田センターは築50年が経過しており、大

規模改修での対応は困難である。 

・現在地での建替えは、両センターとも給食

を提供しながらの工事は、衛生面や運営面

で困難である。 

 

衛生管理 ・ほとんどの学校が施設面においての衛生管理

基準を満たしていない。作業方法の工夫等で

適切な管理に努めているため、作業負担が大

きい。 

・ほとんどの給食室が狭小のため、大規模改修

だけでは衛生管理基準を満たした整備が困難

であるが、増築スペースが確保できない学校

もある。 

・施設面において衛生管理基準を満たしてい

ない。作業方法の工夫等で適切な管理に努

めているため、作業負担が大きい。 

・配送車１台で２校以上を回っているため、

献立によっては調理後２時間以内の給食提

供が困難である。 

児童生徒数 ・現在は微増している地域もあるが、将来的に

は減少していく。 

・将来の児童生徒数を見据えた適正規模の施設

が求められる。 

・現在は微増している地域もあるが、将来的

には減少していく。 

・将来の児童生徒数を見据えた適正規模の施

設が求められる。 

調理体制 ・生産年齢人口の減少を背景に調理人員の確保

が困難になっている。 

・各調理場に責任者や副責任者の配置が必要な

ため、人材確保と人材育成が求められる。 

・生産年齢人口の減少を背景に調理人員の確

保が困難になっている。 

 

学校給食にか

かるコスト 

・施設が分散するため、建設費や維持管理費が

多額になる。 

・人件費については、１施設当たりの調理数に

より、大きく異なる。 

・スケールメリットによる維持管理費や人件

費が抑制できる。 

食育の推進／ 

栄養教諭等の

配置 

・学校に１人ずつ配置される栄養教諭等が、食

育に関するきめ細かな指導ができる。（継続

的、体験的な食育活動の計画） 

・１人職のため給食管理から食育まで、多岐に

わたる業務を一人で行う。 

・センター配置の栄養教諭等が巡回指導によ

り食育を行うため、１校当たりの巡回回数

が少なくなってしまう。 

・１つの調理場に２人以上配置される栄養教

諭等が、相談・協力しながら業務を行うこ

とができる。 

献立・食器 ・配送がないため、調理時間が確保しやすく、

手作り調理がしやすい。 

・出来立ての料理を味わうことができ、麺料理

なども伸びずに提供できる。 

・食数に差があり、手作り調理の状況は学校ご

とに若干差がある。 

・小規模校2校のみが自校炊飯している。 

・トレイと食器３種を使用 

・配送が必要なため、調理時間が短くなり、

手作り調理が制限される。 

・配送にかかる時間があるため、食味が落ち

てしまう料理がある一方、煮込み料理など

はおいしくなる。 

・センターとは別に炊飯委託している。 

・ランチ皿と食器２種のため食べにくい。 

食物アレルギ

ー対応 

・調理場の広さや対応人数に差があるがすべて

の学校で市のマニュアルに則り、医師の診断

に基づき重症児を除き、除去食提供を行って

いる。 

・大規模校では負担が大きい。 

・野田センターと関宿センターでは対応人数

に差があるが、市のマニュアルに則り、医

師の診断に基づき重症児を除き、除去食提

供を行っている。対応人数が多く、調理場

の負担が大きい。 
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（９）調理方式の検討 

これまで、野田市教育大綱の重点施策の一つとして「健やかな体の育成」を目標とし、そ

の具体的施策として「食育の推進」や「安全・安心な給食の提供」を掲げ、学校給食の適切

な運営に努めてきました。 

一方で、現状や課題に記したとおり、多くの給食施設が老朽化の進行による対策の必要性、

衛生管理基準に則した施設整備の必要性（狭小による必要面積の不足）、少子高齢化による

児童生徒数の減少など多くの課題を抱えています。 

これら様々な課題を踏まえるとともに具体的施策の推進に向け、給食施設の再整備（調理

方式）を検討する必要があります。 

 

① 調理方式の種類 

   学校給食の調理方式は、本市が実施している「自校方式」や「センター方式」の他に、

一つの学校が近隣の複数の学校に給食を提供する「親子方式」、民間調理会社から給食を

調達する「デリバリー方式」があります。「デリバリー方式」は千葉県内では実施事例は

なく、主に新たに給食を開始する都市部の自治体が、敷地の確保ができない場合に採用さ

れています。 

なお、本市の場合、衛生管理基準を満たす時間内（２時間喫食）に給食提供が可能な民

間の施設は無いことから、デリバリー方式の導入は実質不可能となります。 

 

② 調理方式の評価 

調理方式の特徴として、「自校方式」は、多彩な手作り献立や適温での給食提供、各校

に配置される栄養教諭等によるきめ細かな食育など「子どもへの対応面」で優位であり、

「センター方式」は、施設の衛生管理基準への適合やアレルギー対応食専用の環境整備な

ど平面計画の容易性・柔軟性が高い他、多調理による調理効率や食材調達コスト等、「財

政面」で優位といえます。 

また、「親子方式」は、自校方式とセンター方式の中間に位置し、整備用地の確保が難

しく自校方式が採用できない場合や自校方式のコストダウン策として採用されますが、親

校と組み合せる子校数が少ないほど、より自校方式に近い給食の提供が可能となります。 

 

  



 

 

23 

表１４ 調理方式の評価 

 

  ※ ◎：対応可、影響なし    ○：工夫により対応可、影響度小 

△：一部対応可、影響度中  ×：対応不可、影響度大 

目

標 

評価 

項目 

自校方式 

（単独調理） 

親子方式 

（共同調理） 

センター方式 

（共同調理） 

安

全

・

安

心

な

給

食

の

提

供 

学校給食衛

生管理基準

への適合 △ 

敷地面積の狭小や既設建物

の配置により、衛生管理基

準への適合整備が困難な学

校もある。 

△ 

敷地面積の狭小や既設建物

の配置により、衛生管理基

準への適合整備が困難な学

校もある。 

◎ 

施設は衛生管理基準への適合

やHACPPの概念に基づく衛生

管理が可能。 

食中毒の予

防 ◎ 

調理後 2 時間以内の給食提

供は概ね可能。 ◎ 
調理食数が800食程度であれ

ば、2時間以内の給食提供は

概ね可能。 
○ 

調理後2時間以内の給食提供

には、適切な配送計画が必要

になる。 

◎ 
扱う食材量が少なく調理か

ら喫食までの時間が短いた

め、リスクは低い。 
○ 

センター方式と自校方式の

中間のリスクとなる。 △ 
扱う食材量が多く、調理から

喫食までの時間が長いため、

リスクが高い。 

〇 
食中毒、異物混入が発生し

た場合、被害は最小限（1

校）になる。 

△ 
食中毒、異物混入が発生し

た場合、被害は組合せの学

校になる。 
× 

食中毒、異物混入が発生した

場合、被害はすべての配送校

になる。 

食物アレル

ギーへの対

応 

○ 

敷地や建物配置により、専

用の調理環境の整備が難し

い学校もある。 

○ 

敷地や建物配置により、専

用の調理環境の整備が難し

い学校もある。 

◎ 

専用の調理環境が整備でき

る。 

 

○ 

対象者が少なく、各校に栄

養教諭等が配置されている

ため、管理が徹底できる。

また、食数により、個別対

応も可能。 

△ 

子校へ栄養教諭等が配置さ

れないため、配送・配膳の

徹底が必要になる。 

また、食数により、個別対

応も可能。 

△ 

学校に栄養教諭等が配置され

ないため、配送・配膳の徹底

が必要になる。対象者が多

く、個別対応は困難。 

栄養バラン

スのとれた

給食・おい

しい給食の

提供 

◎ 

調理食数が少なく配送が不

要なため、調理時間を長く

とれる。（献立や手作りへ

の制限が少ない。） 

○ 

配送が必要なため、自校方

式よりは調理時間が短くな

る。 
△ 

調理食数が多く、配送が必要

なため、調理時間が短くな

る。（献立や手作りへの制限

が多い。） 

◎ 
給食を適温（温かく・冷た

く）で提供できる。 ○ 
保温性に優れた容器や、保

冷剤の使用により、適温で

提供できる。 
○ 

保温性に優れた容器や保冷剤

の使用により、適温で提供で

きる。 

△ 

小規模の産直農家でも対応

できる。1品目当たりの使

用量が少ないと配送経費の

負担が大きくなる。 

〇 

小規模の産直農家でも対応で

きる。1品目当たりの使用量

が少ないと配送経費の負担が

大きくなる。 

◎ 

1品目あたりの使用量が多い

ので、配送経費の負担が少な

く、専業の産直農家と取引し

やすい。 

多彩な手作

り献立 ◎ 
学校行事に配慮した給食提

供が可能。 △ 
各学校間の行事等の日程調

整が必要となる。 × 
個々の学校に合せたきめ細か

な給食提供は困難。 

食

育

の

推

進 

栄養教諭等

の配置 ◎ 

各校に1人ずつ配置される

ため、きめ細かな食育が可

能。 

○ 

親校（調理担当校）に配置

される栄養教諭等が、子校

の食育も担当する。 

△ 

給食センターに配置される栄

養教諭等が配送校を巡回して

食育を行う。 

食に関する

活動等 

◎ 

各学校に配置される栄養士

は1人職のため、多岐にわ

たる業務を一人で行う。経

験年数や能力により差が出

る。 

○ 

親校に配置される栄養士は

自校方式と同じ業務を一人

で行い、かつ子校の配食管

理や食育を一人で行う。 

△ 

同じ職場に複数人が配置され

るため、相談・協力しながら

業務を行うことができるが、

活動範囲が広く時間的制約が

多い。 

給食調理へ

の関心 
◎ 

学校敷地内に調理場がある

ため、におい、音など給食

調理を身近に感じることが

できる。 

○ 

親校は敷地内に調理場があ

るが、子校は無いため、給

食調理を身近に感じること

はできない。 

△ 

学校の外に調理場があるた

め、児童等は給食調理を身近

に感じることはできない。 

○ 

敷地の自由度が無く、見学

スペース整備は困難だが、

調理従事者と触れ合う機会

が多い。 

△ 

敷地の自由度が無く、見学

スペース整備は困難。 
○ 

見学スペースや研修室等食育

の施設整備が可能。 
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目

標 

評価 

項目 

自校方式 

（単独調理） 

親子方式 

（共同調理） 

センター方式 

（共同調理） 

そ

の

他 

経済的で効

率的な施設

運営 
△ 

学校数分の調理場を整備す

るには多額の費用が必要な

ほか、長期の整備期間と工

事中の代替給食の検討が必

要になる。 

△ 

整備施設が自校方式に比べ

少なく、整備期間や費用面

で有利であるものの、子校

の給食搬出入口の整備や工

事中の代替給食の検討が必

要になる。 

〇 

整備用地が確保できれば、最

も安価な費用と短期間での整

備が可能である。 

また、更新整備は、給食提供

の可否及び代替給食の検討が

必要になる。 

× 

学校毎に調理場数があるた

め、調理業務にかかる人件

費が高額となる。 

 

△ 

親校分のみの調理業務に限

定されるため、調理業務に

かかる人件費が抑えられ

る。 

◎ 

集約化により、効率的な調理

業務により人件費が抑えられ

る。 

◎ 

運搬が不要となるため、運

搬にかかる経費は一切かか

らない。また、調理員が配

膳員を兼ねるため、配膳に

係る人件費も抑えられる。 

○ 

センター方式同様、子校へ

の運搬経費や配膳業務にか

かる経費が必要となり、セ

ンター方式より高額とな

る。 
△ 

各学校への運搬経費が必要と

なるほか、配送車からの受取

りと各クラスへの配膳業務に

かかる経費が必要。配送する

食数や運搬距離によっては、

多くの配送車と運転手が必

要。 
 

総合評価 

学校給食衛生管理基準に準じた衛

生管理が実施できるが、面積や配

置の関係で制約を受ける場合もあ

る。 

２時間以内の喫食や手作り調理が

実現しやすい。 

一方で、学校毎に調理員が必要と

なり、配送費はかからないもの

の、ライフサイクルコストは高額

となる。 

基本的には、物理的条件から自校

方式の導入が難しい場合や自校方

式のコストダウン策として採用さ

れる。センター方式に比べ、効率

性や安全性で劣る。また、親校は

工場扱いとなるため、都市計画の

用途地域により、建築が制限され

る。 

学校給食衛生管理基準に準じた衛

生管理が実施できる。 

調理食数が多いほど分業化による

効率化が図れるが、個別のアレル

ギー対応は困難になる。各学校に

栄養教諭等が配置されないことか

ら、食育指導の時間的制約が生じ

る。 

※ HACCP（ハサップ）とは、原材料の納入、調理、配送などの各段階で起こりうる危害分析の結果、重要管理点を見つけ、そ

れをリアルタイムで監視、記録することであり、あらかじめ管理する方法を決定し、実行可能な作業手順書を作ること。 
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③ 整備費用の試算 

   給食施設の再整備に向けた調理方式として、これまでの「自校方式」、「センター方式」

に「親子方式」を加えた３方式による整備費用（更新費用）を試算しました。 

ア モデルプラン 

各方式の検討は、各校の令和１１年度推定児童生徒数を基に計画食数を設定し、建設に

係る費用（イニシャルコスト）と建設後の運営に係る費用（ランニングコスト）を試算し

ました。 

なお、すべてのモデルプランは、学校衛生管理基準やＨＡＣＣＰの概念を取り入れた施

設整備や運営を前提に設定しています。 

 

【試算条件】 

   ・すべてのモデルプランには、炊飯設備を整備する。 

   ・調理場の配置計画に左右されるため、給排水や電気設備の改修費や既設調理場の解体

費用は見込まない。 

・調理場更新時（工事中）の給食提供の可否は、各調理場の環境条件や配置計画による

ため、代替給食に係る経費は見込まない。 

・親子方式は、建築基準法第48条の用途制限許可（工場）を前提とする。 

・全センター方式への移行については、建設候補地や現在地での建替えの有無が明確で

ないため、新たな建設用地の取得費用は見込まない。 

・整備施設は、鉄骨造（独立型）を想定し、日本建築学会「建築物の耐久計画に関する

考え方」を参考に、耐用年数６０年間で試算する。 

・県が負担する栄養教諭等の人件費は、市職（栄養士）の令和２年度平均人件費で試算

する。 

   ・幼稚園は敷地狭小により整備用地の確保が困難であるため、他施設からの配送を前提

とする。 

 

  表１５ 単独調理方式モデルプラン 

 自校方式（単独調理） 

計画食数（食） 100 200 300 400 500 600 700 800 1,000 

整備面積（㎡） 110 220 290 350 360 370 380 440   500 

  ※ 各食数に応じた整備面積は、調理機器メーカーの協力により作成したモデルプランを基に算出 

 
  表１６ 共同調理方式モデルプラン 

 
親子方式 

（共同調理） 

センター方式（共同調理） 

野田センター 関宿センター 

計画食数（食） 800（300～700） 3,100 1,500 

整備面積（㎡） 425 2,080 1,699 

  ※ 各方式及び食数に応じた整備面積は、調理機器メーカーの協力により作成したモデルプランを基に算出 
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モデルプラン参考図 

 

   

４００食 自校方式   350㎡（24ｍ×14.5ｍ）   

 

 

 

 

８００食 親子方式    425㎡（25ｍ×17ｍ）   
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３１００食 給食センター   2,080㎡（51.5ｍ×34ｍ）  

 

 

 

 

２階平面図 

 

１階平面図 
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イ 自校方式 

   センター校すべてを自校方式に移行することとし、現在の自校方式校は継続運用する。 
 
表１７ センター方式を自校方式に移行 

 
 
 表１８ 自校方式を継続 

 
 

施設名 構造
延床面積

（㎡）
建築年

経過
年数

児童等数
R4.5.1現在

（人）

児童等数
R11推定値

（人）

新施設
計画食数

（食）

新施設
整備面積

（㎡）

施設整備費
（千円）

60年間
運営管理費

（千円）

中央小学校 ― ― ― ― 631 499 600 370 344,936 2,510,912

宮崎小学校 ― ― ― ― 462 314 400 350 312,976 2,066,683

清水台小学校 ― ― ― ― 743 790 900 480 452,010 3,186,436

柳沢小学校 ― ― ― ― 333 416 500 360 321,167 2,199,180

第一中学校 ― ― ― ― 741 503 600 370 344,936 2,510,912

第二中学校 ― ― ― ― 323 280 300 290 265,744 1,877,481

野田センター　計　 3,233 2,802 3,300 - 2,041,769 14,351,604

木間ケ瀬小学校 ― ― ― ― 160 129 200 220 213,800 1,736,921

二川小学校 ― ― ― ― 344 205 300 290 265,744 1,877,481

関宿小学校 ― ― ― ― 108 68 100 110 187,553 1,494,803

関宿中央小学校 ― ― ― ― 299 139 200 220 213,800 1,736,921

木間ケ瀬中学校 ― ― ― ― 235 201 300 290 265,744 1,877,481

二川中学校 ― ― ― ― 215 169 200 220 213,800 1,736,921

関宿中学校 ― ― ― ― 63 57 100 110 187,553 1,494,803

関宿センター　計　 1,424 968 1,400 - 1,547,994 11,955,331

センター方式　→　自校方式 移行　計　 3,589,763 26,306,935

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー

関
宿
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー

施設名 構造
延床面積

（㎡）
建築年

経過
年数

児童等数
R4.5.1現在

（人）

児童等数
R11推定値

（人）

新施設
計画食数

（食）

新施設
整備面積

（㎡）

施設整備費
（千円）

60年間
運営管理費

（千円）

1 東部小学校 鉄骨造 135 S43.8.11 53 173 105 100 110 187,553 1,494,803

2 南部小学校 鉄骨造 150 S47.5.31 49 720 683 800 440 400,211 2,861,178

3 北部小学校 鉄骨造 97 S41.10.31 55 378 156 200 220 213,800 1,736,921

4 川間小学校 鉄骨造 155 S44.10.12 52 138 128 200 220 213,800 1,736,921

5 福田第一小学校 鉄骨造 203 S51.3.1 46 51 32 100 110 187,553 1,494,803

6 福田第二小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 122 H10.10.22 23 64 42 100 110 187,553 1,494,803

7 山崎小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 180 S55.4.30 41 389 316 400 350 312,976 2,066,683

8 岩木小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 180 S55.4.1 41 708 462 500 360 321,167 2,199,180

9 尾崎小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 275 S59.5.19 37 282 230 300 290 265,744 1,877,481

10 七光台小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 264 S59.12.26 37 283 165 200 220 213,800 1,736,921

11 二ツ塚小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 276 S61.3.1 36 170 109 200 220 213,800 1,736,921

12 みずき小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 317 H15.4.1 18 630 716 800 440 400,211 2,861,178

小学校費　計　 3,986 3,144 3,900 - 3,118,168 23,297,793

1 東部中学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 268 S57.7.26 39 137 116 200 220 213,800 1,736,921

2 南部中学校 鉄骨造 330 H6.3.25 28 840 892 1,000 500 512,768 3,347,223

3 北部中学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 293 S57.3.31 40 460 272 300 290 265,744 1,877,481

4 福田中学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 260 S59.3.1 38 162 133 200 220 213,800 1,736,921

5 川間中学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 273 S57.10.1 39 286 216 300 290 265,744 1,877,481

6 岩名中学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 268 S62.3.1 35 504 456 500 360 321,167 2,199,180

中学校費　計　 2,389 2,085 2,500 - 1,793,023 12,775,207

自校方式 継続　計　 4,911,191 36,073,000
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ウ 親子方式 

現在の自校方式校は継続運用し、給食センター校を親子方式に移行するパターンと全校

を親子方式に移行するパターンの２パターンを試算する。 

なお、適切な調理・配送を図るため、計画食数の上限を８００食とし、中学校区単位で

親子を組み合せる。ただし、５００食以上の学校は、自校方式とする。 
  
 表１９ センター方式を親子方式に移行 

 
 
 表２０ 自校方式を親子方式に移行 

 

施設名 構造
延床面積

（㎡）
建築年

経過
年数

児童等数
R4.5.1現在

（人）

児童等数
R11推定値

（人）

新施設
計画食数

（食）

新施設
整備面積

（㎡）

施設整備費
（千円）

60年間
運営管理費

（千円）

親 第二中学校 ― ― ― ― 323 280

子 宮崎小学校 ― ― ― ― 462 314

単 中央小学校 ― ― ― ― 631 499 600 370 344,936 2,510,912

単 清水台小学校 ― ― ― ― 743 790 900 480 452,010 3,186,436

単 柳沢小学校 ― ― ― ― 333 416 500 360 321,167 2,199,180

単 第一中学校 ― ― ― ― 741 503 600 370 344,936 2,510,912

親 木間ケ瀬中学校 ― ― ― ― 235 201

子 木間ケ瀬小学校 ― ― ― ― 160 129

子 関宿中央小学校 ― ― ― ― 299 139

親 二川中学校 ― ― ― ― 215 169

子 二川小学校 ― ― ― ― 344 205

子 関宿小学校 ― ― ― ― 108 68

子 関宿中学校 ― ― ― ― 63 57

センター方式　→　親子方式 移行　計　 2,702,986 21,089,184

※　親の表記は親校（調理校）を、子の表記は子校（配送校）を、単の表記は単独調理校（自校方式）を示す

422,713 3,265,584

408,612 3,640,760

408,612 3,775,400

425700

600 425

600 425

施設名 構造
延床面積

（㎡）
建築年

経過
年数

児童等数
R4.5.1現在

（人）

児童等数
R11推定値

（人）

新施設
計画食数

（食）

新施設
整備面積

（㎡）

施設整備費
（千円）

60年間
運営管理費

（千円）

親 東部中学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 268 S57.7.26 39 137 116

子 東部小学校 鉄骨造 135 S43.8.11 53 173 105

親 福田中学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 260 S59.3.1 38 162 133

子 福田第一小学校 鉄骨造 203 S51.3.1 46 51 32

子 福田第二小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 122 H10.10.22 23 64 42

親 山崎小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 180 S55.4.30 41 389 316

子 二ツ塚小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 276 S61.3.1 36 170 109

親 川間中学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 273 S57.10.1 39 286 216

子 川間小学校 鉄骨造 155 S44.10.12 52 138 128

子 尾崎小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 275 S59.5.19 37 282 230

親 北部中学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 293 S57.3.31 40 460 272

子 北部小学校 鉄骨造 97 S41.10.31 55 378 156

子 七光台小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 264 S59.12.26 37 283 165

単 南部小学校 鉄骨造 150 S47.5.31 49 720 683 800 440 400,211 2,861,178

単 岩木小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 180 S55.4.1 41 708 462 500 360 321,167 2,199,180

単 みずき小学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 317 H15.4.1 18 630 716 800 440 400,211 2,861,178

単 南部中学校 鉄骨造 330 H6.3.25 28 840 892 1,000 500 512,768 3,347,223

単 岩名中学校 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 268 S62.3.1 35 504 456 500 360 321,167 2,199,180

自校方式　→　親子方式 移行　計　 4,036,452 29,040,170

※　親の表記は親校（調理校）を、子の表記は子校（配送校）を、単の表記は単独調理校（自校方式）を示す

400,664 2,778,851

442,713 3,818,004

442,713 3,818,004

500

700 425

700 425

425

392,419 2,511,366

300 425 402,419 2,646,006

300 425
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エ センター方式 

全校をセンター方式に移行する。配送時間（距離）を考慮し、野田センター規模の施設

３箇所から給食提供を行う。 

 

 表２１ 全校をセンター方式に移行 

 

 

 

オ 現行方式（センター方式 ＋ 自校方式） 

   現在の運用方式（給食センター２施設１３校 ＋ 自校方式１８校）を継続運用する。 

 

 表２２ センター方式を継続 

 
 

 表２３ 自校方式を継続 

 表１８参照 

 

  

施設名
（仮称）

構造
延床面積

（㎡）
建築年

経過
年数

児童等数

R4.5.1現在

（人）

児童等数

R11推定値

（人）

新施設

計画食数

（食）

新施設

整備面積

（㎡）

施設整備費

（千円）

60年間

運営管理費

（千円）

1 第１給食センター ― ― ― ― 2,080

2 第２給食センター ― ― ― ― 2,080

3 第３給食センター ― ― ― ― 2,080

　※ 配送時間（距離）を考慮し、北部、中央、南部地域３箇所に野田センター規模（3,100食）を想定する。（9,900食/3　≒　野田センター規模）

34,777,78611,033 8,999 9,900 4,876,683

施設名 構造
延床面積

（㎡）
建築年

経過
年数

児童等数
R4.5.1現在

（人）

児童等数
R11推定値

（人）

新施設
計画食数

（食）

新施設
整備面積

（㎡）

施設整備費
（千円）

60年間
運営管理費

（千円）

1
学校給食センター
（小4+中2+幼1）

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造

＋鉄骨造
857 S47.3.31 50 3,233 2,802 3,100 2,080 1,565,561 10,034,907

2
関宿学校給食センター

（小4+中3+幼2）
鉄骨造 1,042 S63.3.15 34 1,424 968 1,500 1,699 1,327,834 7,546,882

センター費　計　 2,893,395 17,581,789
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④ 調理方式別財政負担 

   自校方式、センター方式、親子方式の３方式によるライフサイクルコスト（６０年）の

試算結果をまとめると表２４のとおりです。 

   センター方式は、集約によるスケールメリットにより、現行方式と比較し約１８０億円

の削減、一方、全校を自校方式とした場合は、約９０億円の増加になる結果となりました。

また、センター方式を親子方式に移行する一部親子方式は、整備費用はセンター方式の継

続よりも安価となる一方、運営費用は調理場の分散による施設の維持費負担増により、ト

ータルコストとして現行方式と比較し約２９億円の増加となりました。 

 

 表２４ 調理方式別整備・運営費試算結果 

（単位：億円） 

 
案１ 

自校方式 
案２－１ 
一部親子方式 

案２－２ 

親子方式 

案３ 
センター方式 

案４ 

現行方式 

 

調理場方式 

の概要 

センター方式

を自校方式に

移行 

   

 

自校方式 

31校 

 

 

センター方式

を親子方式に

移行 

 

 

親子方式 

3組9校 

自校方式 

22校 

全校を親子方

式に移行 

食数500以上 

は自校方式 

 

親子方式 

8組22校 

自校方式 

9校 

全校を 

センター方式 

 

 

 

センター方式 

3ｾﾝﾀー  

 

 

現行運用を 

継続 

 

 

 

センター方式 

2ｾﾝﾀー 13校 

自校方式 

18校 

整備費用 

（ｲﾆｼｬﾙｺｽﾄ） 
現ｾﾝﾀー 方式 13校 

現自校方式 18校 

小 計 

 

 

35.9  

49.1  

85.0  

 

 

27.0  

49.1  

76.1  

 

 

27.0  

40.4  

67.4  

 

 

―  

 ―  

 48.8  

 

 

28.9  

49.1  

78.0  

維持管理費用 

（ﾗﾝﾆﾝｸ゙ ｺｽﾄ） 
現ｾﾝﾀー 方式 13校 

現自校方式 18校 

△県負担人件費 

小 計 

 

 

263.1  

360.7  

△ 42.1  

581.7  

 

 

210.9  

360.7  

△ 42.1  

529.5  

 

 

210.9  

290.4  

△ 42.1  

459.2  

 

 

―  

―  

―  

347.8  

 

 

175.8  

360.7  

△ 37.9  

498.6  

合 計 

（ﾗｲﾌｻｲｸﾙｺｽﾄ） 
666.7  605.6  526.6  396.6  576.6  

現行方式 

との比較 
90.1  29.0  △ 50.0   △ 180.0  ―  

※ 調理場に配置される栄養教諭等は、調理場方式や児童生徒数に応じた配置人員基準があるが、基準を超えて配置する場合、市  

の負担となる。（令和４年度市負担学校栄養職員は１２名） 
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⑤ 調理方式移行における課題 

  ア 自校方式への移行 

 現センター校については、新たな調理施設の整備が必要となるが、校舎との接続や

日常の授業等への影響を踏まえた配置計画となることから、敷地の余裕度に大きく

左右され、衛生管理基準を満たした理想形の平面計画が困難な場合があります。さ

らに、配置計画によっては既存施設の移転や撤去等が必要となる場合もあります。

また、工事中の日常動線への影響や現在の給食受入室（配膳室）の移転（仮設）が

必要となる場合があります。 

 現自校方式校については、ほとんどの学校において現在の調理施設を残したまま新

たな調理施設の用地確保が不可能なため、既存調理施設を解体撤去後に同位置への

施設建設となります。そのため、工事中の給食提供が困難となり、代替給食の検討

が必要となります。また、衛生管理基準を満たす必要性から新施設は既存施設の

1.2～2.5倍の調理場面積を確保する必要がありますが、他棟への影響（移転や撤

去）や平面計画の困難さが想定されます。 

（一部の施設は、児童生徒数の減少により、整備面積縮小となります） 

 全ての学校（31校）を整備するには、財政負担の平準化や工事中の給食提供を考慮

する必要があるため、長期の整備計画となります。 
 
  イ 親子方式への移行 

 現センター校については、自校方式への移行同様の課題がある他、親校となる学校

は自校分に加え子校分の調理数が加わるため、整備面積が大きくなり、配置・平面

計画や他棟への影響があります。 

 現自校方式校については、親校、子校とも配送業務が新たに発生することから、児

童生徒等の安全を確保した配送経路の整備が必要となります。 

また、子校となる学校については、栄養教諭等が非配置となることや調理時間の短

縮等これまでの自校方式環境下から変化するため、体制の弱体化防止に向け、運営

手法の検討が必要になります。 

 親校となる学校の調理施設は、用途上「工場」扱いとなり、都市計画法の用途地域

規制による用途制限を受けるため建築基準法による用途制限許可が必要となります。 
 
  ウ センター方式への移行 

 現センター用地での建替えは、工事中の給食提供が困難であるため、現センター

校については、代替給食の検討が必要になります。 

 現自校方式校については、親子方式への移行同様の課題があります。 

 新たな用地を確保した整備の場合は、親子方式同様に「工場」扱いとなることか

ら、立地規制を十分考慮する必要があります。 
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これまで、学校給食の現状や課題を挙げてきました。 

 「表１４調理方式の評価」に挙げているとおり、重点施策の「食育の推進」や「安全・安心

な給食の提供」の観点では、自校方式が最も適しています。 

  一方、財政面においては、「表２４調理方式別整備・運営費試算結果」に示すとおり、効

率的な施設集約により、センター方式が最も安価となる結果となりました。 

  また、センター方式と自校方式を併用する現行方式を継続運用していく場合に比べ、親子

方式を導入した場合は、約５０億円の削減効果が見込めることが判りました。 

 

学校給食開始以来50年以上という歴史の中で、給食を取り巻く環境も大きく変化し、施

設の老朽化を始め、衛生管理基準への適合、児童・生徒数の減少、厳しい財政状況など様々

な課題に対し、重点施策の実現を基本としつつ将来にわたって持続可能な学校給食の運営に

向け、学校給食運営委員会などのご意見を参考に整備方針の策定作業を進めていきます。 
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【報告事項】 

１ 地産地消の実績及び今後の見通しについて 

（１）野田産ブランド米の使用 

・黒酢を使って生産した特別栽培米の「黒酢米」及び有機肥料・減農薬で生産した「江川

米」を購入し、安全安心な米飯給食を実施しました。 

・「玄米黒酢農法米」を発芽玄米に加工し、月に２回以上学校給食で提供しました。 

 

（２）地元農家から新鮮な野菜を直接学校へ納品 

給食では、学校や地域の実態に応じて、地元産の野菜の活用を進めています。 

令和３年度の６月の食育の日には、野田市産の枝豆やナス、発芽玄米を使った料理を提

供し、１１月の食育の日には、イタリアン料理店のオーナーシェフから野田さくらポーク

のミラノ風煮込みのレシピをいただいて全校で提供するなど、地元農産物を活用した食育

に取り組みました。今後も、市内全体に産直野菜をバランスよく供給できる仕組みを検討

し、農政課や保健センター等と連携して地産地消や食育の充実を図ります。 

また、１月２４日から１月３０日の全国学校給食週間では千葉県、愛知県、京都府、鳥

取県、熊本県の地元の食材を使ったご当地メニューを各校で提供し、子供たちの食文化へ

の興味関心を高めました。 

 

令和２年度及び令和３年度の地元農家からの購入状況         (単位：ｋｇ） 

販売者 敬称略 

（生産地） 
納入品目例 購入施設 

年間購入量 

Ｒ２年度 Ｒ３年度 

１ 
遠藤農園   

（鶴奉） 

ほうれん草・小松菜・ 

枝豆 

東部小、南部小、福二小、

川間小、山崎小、岩木小、

尾崎小、二ツ塚小、東部

中、南部中、川間中、岩名

中、野田センター、関宿セ

ンター 

４，６６６ １７，００８ 

２ 

４Ｈクラブ 

（鶴奉 岡田 

三ケ尾 船形） 

木間ヶ瀬） 

大根・人参・長ネギ・ 

キュウリ・ジャガイモ 

キャベツ・ナス・白菜 

野田センター、南部中 

関宿センター 
１３，７０８ ６，１９９ 

３ 
石山まゆみ  

（木野崎） 
ほうれん草・ネギ 

南部小、福一小、 

山崎小、二ツ塚小、 

みずき小、南部中、 

福田中 

１，２４８ １４ 

４ 
根本和雄   

（三ツ堀） 

白菜・小松菜・長ネギ・ 

キャベツ・ジャガイモ 
東部小、福一小、 １，０５６ ３９１ 

５ 
坂巻農園 

（西三ケ尾） 
大根 南部小 １，４２１ ０ 

６ 
金剛寺みち子 

（西三ケ尾） 

白菜・小松菜・枝豆・ 

ナス・キュウリ・玉ネギ 

とうもろこし・トマト・

キャベツ・ジャガイモ 

福二小 ３５７ ３３３ 
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７ 
瀬能淳矢 

（船形） 
ブロッコリー・イチゴ 七光台小、川間小、川間中 ２ １８ 

８ 
篠崎達夫   

（鶴奉） 
三つ葉 東部小、野田センター １２ １１４ 

９ 
まめいち農園 

（船形） 

人参、ほうれん草、ブロ

ッコリー、大根、枝豆、

カブ、ネギ 

北部小、川間小、岩木小、

七光台小、北部中、岩名中 
２３８ ４，１３１ 

10 共生ファーム ビーツ 野田センター ２２ ０ 

 計 ２２，７３０ ２８，２０８ 

 

２ 令和４年度からの学校給食における食物アレルギー対応について  

学校給食における食物アレルギー対応については、令和４年度改訂の「野田市学校給食食

物アレルギー対応マニュアル」に沿って全校で対応しています。昨年度までと同様に、野田

市では除去対応の品目を絞らずに、原因食材を完全に除去した除去食提供を基本としていま

す。 

さらに、通常の予定献立表を料理ごとに使用している食材がわかるような様式に変更しま

した。また、保護者との面談における記録用紙を詳細にしたり、喫食可能になった際の解除

の場合は、医師の診断書の提出を不要とする等、対応内容について一部見直しや関係書類の

改訂を行いました。 

 


